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第４に、「重大な岐路」への着目である。TALC では、観光地が変化するタイ

ミングについて、あまり論及できていなかったため、Butler（2006b）はそのト

リガーに注目すべきと説いていた。Sanz-Ibáñez et al.（2016）は、それを「瞬間
moments」と名付けて進化の変曲点に位置付けるとともに、それが構造的要因

だけではなくエージェンシー主導で人為的な性質もあることを示唆した。ここ

でみたトリガーや瞬間は、進化経済地理学における「重大な岐路」に相当する

ものであるといえる（外枦保 2024a）。

第５に、レジリエンスや観光の持続可能性である。進化経済地理学同様に、

観光研究でも複雑適応系からレジリエンス概念が導入されてきた（Hopkins and 

Becken 2014; Halkier and James 2016）。観光研究では、長らく観光の持続可能性

をめぐって議論されてきたが、Butler（2018）は、持続可能性とレジリエンスを

補完的概念であると整理している。今日、多くの観光地で問題になっているオー

バーツーリズムに関しても進化経済地理学を活かした議論が展開されている。

たとえば、Benner（2020）はポジティブな経路変化（経路延長、経路アップグ

レード、経路輸入、経路分枝、経路多様化、経路創造）、ネガティブな経路変化

（経路非局地化、経路ダウングレード、経路収縮、経路消滅）を列挙したうえで

（外枦保 2024a）、適正収容力の限界が最終的な衰退の原因であるとみなす TALC

とこれらとの関係を論じている。彼は、政策介入によって観光開発が制限され、

収容力の超過を阻止できれば、再活性化や経路がアップグレードされる一方で、

経路延長によってオーバーツーリズムが単純に継続する可能性があることも示

唆している。

Ⅳ 複数産業の経路間関係に関する試論：佐賀県有田町の事例研究を通じて

進化経済地理学では、複数の経路間関係が新たな論点の１つとされ（外枦保　

2024a）、地域の複数経路は、①複数の既存経路間、②既存経路と新興経路の間、

③複数の新興経路間の３つに分類できることや（Hassink et al. 2019）、経路間で

は相互協力、競争、中立のいずれかの相互依存的な関係になること（Frangenheim 

― 460 ―



― 117 ―

進化経済地理学による経済地理学と観光研究の経路融合 

et al. 2020）が示されている。

このような整理を基に複数産業の経路間関係に対する事例研究 （9）も着々と進

められている。オーストラリアのマーガレットリバー地域におけるワインツー

リズムを扱った Chavez et al.（2023）は、観光と他の産業（林業、酪農、ワイン

製造業など）では、経路間で相互協力、競争、中立の関係がそれぞれ構築され

たことを示した。鉄鉱石採掘・輸送企業 LKABの企業城下町（外枦保 2018）と

して知られるスウェーデンのキルナでは、アイスホテルの建設以降、観光業の

発展がみられている。Stihl（2022）は、鉄鉱石輸送のためのインフラストラク

チャによりダウンヒルスキーが可能になったり、鉱石輸送の鉄道が旅客輸送に

も使用されたりすることで鉱工業が観光業の発展をサポートした一方で、LKAB

の高給や良好な労働条件が他の産業を弱体化させており、両産業間で競合が生

じていることも示している。また、Stihl （2024）は、企業城下町のキルナでは、

中核企業と自治体が主導的なアクターであるため、それらの再生産エージェン

シーによって継続的に支配され、他のアクターによる変革エージェンシーを妨

げていると論じた。

以上を踏まえて、複数産業の経路間関係について事例研究を通じて考察して

みたい。事例研究として挙げるのは、製造業と観光業とが密接に関係してきた、

有田焼の産地として知られている佐賀県有田町 （10）である。有田は、16世紀末に

陶工・金ヶ江三兵衛（李参平）が移住して以来、約400年間にわたって陶磁器産

地として確固たる地位を築いてきた。有田焼の生産構造に関して数多くの既存

研究があり（高津 1969; 下平尾1973, 1985; 大矢野 1990; 大木2012; 山本 2017な

ど）、社会的分業や近隣地域との地域間分業を構築してきたことが知られてい

る。有田で長らく生産されている高級食器は景気変動の影響を受けやすいため、

大正期以降の工業用製品や碍子の生産拡大が産地の安定をもたらした。その後、

1980年代まで有田焼の生産は安定的に推移し、「地域は窯業とともに生きてい

る」（下平尾1985: 205）状況にあった。だが、バブル経済が崩壊した1990年代以

降になると、結婚披露宴の引き出物需要や旅館・料亭向けの業務用食器需要が

減少したため、長期的な衰退傾向にある（山本 2017）（図２）。
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製造業衰退の一方で、有田町は観光地としても知られている。1980年に佐賀

県立九州陶磁文化館が開館し、1991年に、有田焼生産の中心地であり、江戸時

代から昭和初期の和風・洋風の建造物が残る有田内山地区が重要伝統的建造物

群保存地区に選定されてきた（山田 2022）。有田町の観光客数は、緩やかに増

加傾向が続いており、2015年以降は約250万人が訪れている（図３）。なお、1996

年には地方博覧会「世界 ･焱の博覧会」、2003年には有田陶器市百回記念のイベ
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図3 有田町における観光消費額・観光客数の推移
1994年以前は年度、1995年以降は暦年の数値を示す。観光客数は2011年に推計手法を変更。 

（佐賀県観光客動態調査をもとに作成）．

図２ 有田町における窯業・土石製造業製造品出荷額等・従業者数の推移
（RESASをもとに作成）．
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ントが開催されため、一時的な増加がみられる。有田町を訪れる観光客のうち、

半数近くはゴールデンウィークに開催される有田陶器市 （11）の観光客であり（竹

田2020）、2019年の月別観光客数をみると、４月・５月が突出していることでよ

くわかる（図４）。観光客１人当たりの消費額内訳を1985年度と2019年で比較す

ると、合計金額が2,500円前後であることや、観光消費額の７割以上が土産物品

費になっていることも変化はあまりみられない（表１）。観光消費額の７割以上

が土産物品費であり、年間観光客の半数以上が陶器市であることを勘案すると、

土産物品費のほとんどは有田焼の購入とみられる。観光客を当て込んだカフェ
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図４ 有田町の月別観光客数（2019年）
（佐賀県観光客動態調査をもとに作成）．

表１ �1985年度と2019年の有田町観光客1人当たり消費額（円）と�
合計額に占める割合

1985年度 2019年
消費額 割合 消費額 割合

宿泊費 22 1% 34 1%
飲食費 299 13% 448 17%
土産物品費 1,684 73% 2,011 78%
交通費 191 8% 50 2%
入場料等 8 0% 21 1%
その他 114 5% 9 0%
合計額 2,317 2,573

 （佐賀県観光客動態調査をもとに作成）.
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や飲食店の若干の増加が、飲食費変化に反映されている。町内を訪れた2019年

の観光客のうち、99%は日帰り観光客である。宿泊の場合でも近隣に武雄温泉

や嬉野温泉などの有名温泉地があるため、町内での宿泊需要が乏しく、宿泊業

の成長に至っていない。

複数産業の経路を描くならば、縦軸を TALCのように観光客数にすることは

できないため、ここでは揃えるための一案として、産業によって創出される生

産額あるいは付加価値額、雇用などの経済的パフォーマンスを提示したい。た

だし、これらを縦軸とするならば、TALCの特徴の１つである適正収容力の考

慮を放棄せざるを得ない。この試論では、縦軸をひとまず、総称の経済的パ

フォーマンスとして、複数産業の経路を描いてみたい。

1980年代後半以降の有田焼製造業と観光業の経路間関係を考察するために、

両者の経路を図５に描いた。有田焼製造業では、経路延長がポジティブな効果

を与え、成長していく過程で、陶器市も集客に成功していくようになり、有田

焼製造業は有田観光業の成長に協力してきた。有田町では1990年代以降、有田

焼製造業が衰退していく一方で、観光客数や観光消費額は緩やかながらも拡大

傾向にあり、有田観光業は、
TALCにおける開発・発展

段階から成熟段階の位置に

あると推察される。図２や

図３を踏まえると、有田焼

製造業が衰退して経路収縮

へ転じる中で、陶器市を中

心とする観光業は有田焼製

造業の衰退を弱める効果を

生んできたと評価される。

陶器市を中心とする観光業

が成立していなければ「協

力が無かった場合の経路」
図５ �1980年代後半以降の有田焼製造業と有田観光業の

経路間関係
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に進んだ可能性が高く、観光業の持続的成長が「結果としての経路」への進展

に貢献してきたと推察される。ただし、有田焼製造業と観光業は相互に単なる

協力関係であったと言い切るのは正確ではない。現地での聞き取り調査 （12）によ

ると、かつて高級食器のアウトレット販売を中心としていた陶器市は、陶器市

向けに品質を落として製造する業者も増加傾向にあるといわれている。長らく

続いたデフレ経済の下で観光客数増加の割に消費額の成長は緩やかで、必ずし

も有田焼の品質にこだわらないという需要の変化に対応したものである。つま

り、陶器市の存在が有田焼製造業を経路収縮の方向にも変質させたと考えられ

る。一方で、陶器市は、有田焼製造業者が消費者の意見や評価を直接聞ける場

として機能しており、デザインや機能性の向上などに貢献してきたことも否定

できない。本稿ではこれ以上の紙幅を割くことを避けたいが、複数産業の経路

がどのように共進化するのか、事例研究を踏まえたさらなる検討が求められる。

Ⅴ むすび

本稿は、進化経済地理学による経済地理学と観光研究との「経路融合」の過

程を検討するために、TALCの背景や特徴、その後の進化経済地理学的な観光

研究への動向を追跡してきた。

本稿でみてきたように、Butler（1980）が提起した TALCは当初から「進化」

を意識し、生態学的発想を基盤にしているため、今日の進化経済地理学と接合

を図りやすい。企業家精神や重大な岐路、複数産業の経路間関係など、進化経

済地理学の論点は、観光研究でも注目されている論点であり、研究上の共進化

を図っていくことは双方にとって有意義だと考えられる。2010年代以降、着実

に進展している進化経済地理学的な観光研究は、経済地理学にとって、これま

で軽視されてきた消費者サービス業への関心を高めるとともに、観光研究にとっ

て、Butler（1980）以来の理論化・モデル化につなげることができる。もちろ

ん、従来とは異なる研究対象や概念・着想の導入のため、乗り越えるべき壁は

低くないけれども、果敢に挑戦する意義は大きい。
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進化経済地理学的な観光研究につながる研究史を、図６に整理した。なお、

今日までの進化経済地理学の理論的背景は外枦保（2012, 2024a）に示されてい

るように数多いため、図６では観光研究と関連の無い部分を割愛した。経済地

理学の学説史上の特徴に言及しておくと、進化経済地理学のルーツは産業集積

論や地域イノベーション論にあり（外枦保 2012）、その産業集積論の源流は松

原（1999）によるとMarshallとWeberに遡る。一方で、Butler（1980）の TALC

も Christaller（1963）に影響を受け、古典的立地論からのつながりも確認され

る。没交渉が長らく続いてきた観光研究と経済地理学は、TALCの研究蓄積や

進化経済地理学の隆盛により接点をもつことになった。今後も相互の研究進展

が期待される。

図６ 進化経済地理学的観光研究の理論系譜
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かつて Britton（1991）は、批判的で政治経済学的な見方が観光地理学では無

視され、旅行やツーリズムの生産と消費の資本主義的性格を認識するとともに

観光システムの生産的・社会的・イデオロギー的関係も明らかにする必要があ

ると論じていた。しかし、その後の観光研究では、政治経済、産業構造、生産

に焦点を当てた関心は薄れてしまった（Debbage 2018）。これに対して、Brouder 

et al. （2016）は、観光研究に進化経済地理学のレンズを取り入れることで、Britton

（1991）の批判的視点に応え始めることができるという。すなわち、「進化経済

地理学の概念は、観光地が時間とともにどのように進化するかを理解するのに

役立つだけでなく、観光地で資本を蓄積する方法としての観光の役割や、経済

の多様性、環境の（不）公平性、社会正義のダイナミクスの観点から見たその

意味の解釈に役立つ新たな枠組を生み出している。」（Brouder et al. 2016: 9）。観

光研究では、このような観点にも目を配りながら、進化経済地理学をはじめ様々

な研究領域の経路を融合させ研究のアップグレードを促していくことが望まれる。

　本研究は JSPS科研費 JP 20H01397の助成を受けたものである。

注
（ 1）  Butler（2004）によると、Annals of the Association of American Geographers誌では、1980

年代まで編集者の方針より、観光に関する論文は掲載されなかったという。
（ 2）  数少ない両者の融合例として、Debbage（1990）は、Markusen（1985）のプロフィット

サイクルモデルを、TALCに組み込んでいる。
（ 3）  TALC各段階の和訳は西岡（1996）に基づく。他に、鶴田（1994）では、①探索、②包

摂、③発展、④安定化、⑤停滞、（A）回復、（E）衰退、村上（1994）では、①調査段
階、②参加段階、③発展段階、④成熟段階、⑤成長停止段階、（A）活性化、（E）衰退、
小沢（1994）では、①前観光地段階、②地域連累段階、③発展段階、④整理統合段階、
⑤停滞段階、（A）再生、（E）衰退段階、中崎（1998） では、①探検段階、②関与段階、
③開発・発展段階、④成熟段階、⑤停滞段階、（A）若返り、（E）衰退段階、内藤（2001）
では、①探査段階、②関与段階、③開発段階、④強化段階、⑤停滞段階、（A）再生、
（E）衰退、毛利・石井（2002）では、①探検段階、②参加段階、③発展段階、④完成
段階、⑤停滞期、（A）再生段階、（E）衰退期、大橋（2009）では、①開拓期、②登場
期、③成長期、④確立期、⑤停滞期、（A）回生、（E）衰滅、淡野編（2016）では、①
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探り段階、②巻き込み段階、③発展段階、④整理段階、⑤沈滞段階、（A）修復段階、
（E）衰退段階という和訳がそれぞれ用いられている。

（ 4）  Butler（1980）では、Doxeyが1975年に発表した未公刊資料を引用している。同一著者
の関連論文として、Doxey（1976）がある。

（ 5）  Christaller（1963）では、観光地・観光客の変化を以下のように述べている。画家や詩
人たちが探し出した手つかずの珍しい地域では、芸術家と親交のある人々が訪れ、観
光地の流行が始まる。やがて企業家が宿泊施設を整備するようになると、芸術家らは
逃げ出して他の辺境地を探し求め、商売に長けた画家だけが残り、これまでの評判を
活かして新聞などでも報じられるようになる。この頃には、グルメや真のレクリエー
ションを求める人々も脱出するようになり、最後に、旅行代理店が団体旅行客を連れ
てやって来る。

（ 6）  Butler（1980）では、Plogが1972年に発表した未公刊資料を引用している。同一著者の
関連論文として、Plog（1974）がある。

（ 7）  立地論の批判的検討で知られる除野は、観光研究にも強い関心を持ち、日本観光学会
設立に尽力した（西岡 2001）。除野（1967: 202）は、「限界観光地」などの概念を用い
て観光業立地の理論化を試みている。一方、東京大学の学生時代に除野の演習に参加
していた西岡久雄も、後に Butler（1980）を詳細に論評している（西岡1996）。

（ 8）  James et al. （2023）は、進化経済地理学的な観光研究の今後の研究課題として、①人間
のエージェンシーの役割、②観光と他の開発経路の共進化、③正統化や言語的実践を
含む政治経済学の視点の活用を挙げている。

（ 9）  関連して、TALCで前提とされてきた単一のライフサイクルに対して、複数のライフサイ
クルに関する検討も行われ（Butler 2014; McKercher and Wong 2024）、たとえばLi and Chen

（2014）は、TALCの曲線を様々な投資パターンの集合で構成することを試している。
（10）  2006年に、旧・有田町と西有田町が合併し、新・有田町が発足した。本稿における有

田町の合併前の図表の数値は、旧・有田町と西有田町を合算したものである。
（11）  有田陶器市は、例年４月29日から５月５日まで開催され、九州地方では、博多どんた

くに並ぶゴールデンウィークの観光イベントとして広く知られている。
（12）  有田町役場および有田焼製造業者に対する聞き取り調査（2018年９月４日）による。
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―心理学実験とベイズ推定による理解―

非接触式の触覚

光　藤　宏　行

はじめに

普段の生活の現実場面の中で、わたしたちはさまざまな情報に接して暮らし

ている。デスクワークをしている人であれば、目の前のパーソナルコンピュー

タは視覚であり、外を通る車の音は聴覚情報である。キーボードを打つ手指に

は、キーの跳ね返りの触覚情報が入ってきて、机に置いた腕は机から押し返さ

れる圧力を感じている。このような、いわゆる五感に基づく入力が感覚情報 

（sensory information） である。教室にいる小学生であれば、先生やクラスメート

の話し声は聴覚情報、風に揺れるカーテンは視覚情報、机の柱に当たる足や膝

からは触覚情報が与えられている。

感覚情報を脳・心がどのように処理しているかを調べる研究トピックは、知

覚 （perception） および認知 （cognition） である。これらは一言で認識と言い換え

ることもできる。知覚・認知している対象は、わたしたちヒトにとって感じら

れる現実であって、物理的な現実そのものではない。例えば視覚においては、

外の世界の物理的な事象である電磁波自体を捉えているわけではない。電磁波

の特定の範囲 （約380-780 nm） の波長のみがヒトにとっては光 （可視光線） とし

ての感覚体験をもたらす。物理的な電磁波という意味では、電子レンジや地上

デジタル放送、赤外線、紫外線なども光の仲間である。これらは直接的には感

じることはできない。電子レンジは水分子をもつ物体に電磁気力によって作用

し、地上デジタル放送は専用のアンテナで受信し放送局からの信号を専用の装

置で解読している。赤外線・紫外線はヒトには見えないが、ヘビ、ザリガニ、
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昆虫、鳥の一部などは視覚に利用している （光藤、2018）。

このように感覚情報は、感じられる現実・現在を形作る入力である。わたし

たちは現実の日常場面では、今現在のことだけでなく、未来のことも見据えて

生活している。デスクワークであれば、これからすべき課題、小学校の教室で

あれば次の時限の科目について考えることも自然である。仕事中に電話が鳴れ

ば適切に応対する必要があるし、教室で先生から指名されたときに適切に答え

ることができれば、褒められて嬉しいだろう。このように考えると、知覚・認

知の目的は、今現在の現実の認識だけでなく、現在の情報に基づいて、まだ実

現していない将来にうまく対応していくという側面もある。本論文では、ヒト

が持つ視覚と触覚の予測・認識の仕組みに焦点を絞り、心理学実験と理論的な

視点 （ベイズ推定） に基づいて考察する。

視覚または触覚情報が一部欠損している場合の認識

初めに、視覚、つまり見ることについての認識のプロセスを考えてみよう。

図1 （A）・（C） の例では、図形が、正方形によって一部覆われているように知

覚される。視覚の入力として、それぞれの2次元的な図がそのまま網膜に投影

されると仮定する。正方形によって一部覆われている図形は、一部隠されてい

ない全体として捉えたときは、どのような形だろうか？ありうる選択肢の例を

図1 （B）・（D） に示した。多くの人は規則的な形を想像すると思われる。プラ

イミング課題 （van Lier et al., 1995） や視覚探索課題 （Rensink & Enns, 1998） とい

う認知課題を使った心理学実験によって、直接は見えていない部分が脳内また

は心的に存在する図形として処理されることが示されている。このように考え

ると、視覚の重要な目的の一つは、見えている部分から見えていない部分を推

測することであるといえる。

同様の例は、触覚においても存在するだろうか？言い換えると、触れている

部分から、触れていない部分を推測する仕組みはあるだろうか？触覚の感覚入

力には、認識したい対象を能動的に探索するために触れるという動的な側面と、
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皮膚または筋肉に配置された機械受容器が圧力を受動的に受け取るという静的

な側面の2つがある。Mitsudo （2015） は、主に後者の皮膚に与えられる機械的

刺激に着目し、心理学実験によって検討を行った。
Mitsudo （2015） の実験では、机の上に置かれた立体物の上面パターン （図2） 

に成人の実験参加者が手のひらで触れて、触れていない部分の空洞がどのよう

に感じられるかを調べた。原則として実験中、参加者には触れる物体について

図１　視覚における部分的遮蔽。（A） で示される正方形によって一部遮蔽されている輪郭図形
のありうる解釈は、 （B） に示すように何種類もある。（B） の左端は輪郭が閉じていない解釈、中
央は輪郭を局所的に延長し繋いだ解釈、右端は回転対称となる正五角形である。一般的には、全
体的にまとまりのある正五角形の解釈が優勢である。（C） もまた正方形によって一部遮蔽され
た輪郭図形であり、（B） と同様に、全体的にまとまりのある （D） 右端の円の解釈が優勢である。

図２　Mitsudo （2015） の実験で用いられた触覚パターン刺激の例。丸棒の要素間の間隔が左
は20 mm、右は80 mmである。実験参加者は手のひらを伸ばして丸棒の上部のみに触り、下
の溝の空間がどのくらい深いかを尋ねられた。
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視覚情報または知識は与えられない。実験１では、溝の深さの位置を参加者に

推測してもらう課題を行い、推測した底面の位置と溝の間の距離には正の相関

があることを明らかにした。実験２・３では、溝の間の距離が、垂直方向の位

置についての触覚的ワーキングメモリー課題に影響を与えることを示した。実

験４では、触覚パターンとほぼ同時に、対応する視覚像を模擬したコンピュー

タ・グラフィックス画像を参加者に提示し、視覚パターン形状について素早く

判断する課題を行った。その結果、触覚パターンから連想された視覚パターン

の判断は容易であることが明らかとなった。

これらの実験の結果を要約すると、触覚による認識においては、触れている

部分の間の距離が大きいほど、直接触れていない部分の空洞を深く、大きく見

積もっていることになる。能動的な触覚入力に着目した研究では、杖で物体を

叩いたときに手に伝わる振動によって、直接触れていない物体の形が認識でき

るという研究がある （Barac-Cikoja & Turvey, 1993）。このような研究を総合する

と、視覚と同様に触覚においても、与えられた感覚情報から、（まだ） 触れてい

ない部分について認識しているといえる。

ベイズ推定

与えられた感覚情報から、直接入力されていない事柄を推測するということ

の理論化において役立つと考えられている枠組みに、ベイズ推定がある （光藤、 

2016）。ベイズ推定は、18世紀の牧師であったトーマス・ベイズによる確率的定

理のアイデアを元にしている。現代では、迷惑電子メールの判定、画像認識、

統計データ処理のためのコンピュータ・アルゴリズムとして幅広く応用されて

いる。ベイズ推定の骨子は、

事後分布 ∝ 事前分布×尤度	 （1）

である。経験データ （感覚刺激またはその結果） を得る前段階の推定を事前分布 
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（prior distribution）、経験データが得られる可能性を尤度 （likelihood）、経験デー

タを得たあとの推定を事後分布 （posterior distribution） と呼ぶ。部分的な感覚入

力に基づいて、直接的には感覚入力されていない事柄を推測することは、事後

分布を評価することに対応する。事後分布は事前分布と尤度の関数であるため、

これらについて具体的な値を想定し、計算機シミュレーションを行う。ベイズ

推定の枠組みは、脳・心がどのように働いているかを調べる研究の枠組みとし

ても広く用いられてきた（Knill & Richards, 1996; Parr et al., 2022; Weiss et al., 

2002）。

式 （1） のベイズ推定の枠組みは一般的・形式的なもので、そのままでは具体

的な結果の予測や解釈を行うことはできない。ベイズ推定の枠組みを、迷惑電

子メール判定などの実用的な目的で使う場合、経験データ （尤度） に基づいて、

事前分布を更新していくことが役に立つ。それに対し認識の問題における事前

分布は、外界の物理構造の制約など、容易には変化しないものを仮定すること

が多い。例えば、視覚においては光源は上方にあることを仮定して陰影から3

次元構造を復元したり、剛体の運動を仮定して視覚的画像変化を解釈する。こ

のような事前分布は静的で、ある程度の訓練で変化することはあるが大きく変

化しないものとして仮定される （Mitsudo et al., 2009, 2013）。
Mitsudo （2015） で検討した実験場面、すなわち触れた部分からまだ触れてい

ない部分を推測する状況を考えてみよう。事前分布として、3次元環境につい

ての構造の一般情報、つまり物理環境を記述する制約条件を想定する。具体的

には、触れていない溝の深さは触覚要素間の距離に比例すると仮定する。尤度

として、触覚パターン刺激を想定する。単純化のため、事後分布は尤度の一次

関数 （すなわち y = f（x） という形式） とする。式 （1） について、溝の深さが要

素間の間隔に比例するという事前分布は、一次関数における傾きの定数として

捉えることができる。ここではさらに単純化して傾き （事前分布） = 1とする。

尤度として要素間の間隔を想定した場合、特定の幅ではそれに応じた深さが事

後分布として得られる。言い換えると、要素間の間隔がそのまま感じられた溝

の深さに対応することになる。このような考察で得られた結果は、Mitsudo 
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（2015） の実験、特に実験1の結果をうまく再現する。

ここでの議論のキーポイントは、尤度と事後分布をつなぐ事前分布である。

前述の通り、物理世界の制約として、触れている要素の間の間隔と触れていな

い溝の深さの間に正の相関を仮定している。この仮定が妥当であるかを検討す

るために、Mitsudo （2015） では日常目にする凹部をもつ人工物体87個について、

要素間間隔と溝の深さを測定した。その結果、正の相関 （r = .59） が得られた。

よって前述の仮定は妥当であると考えられる。著者は、この相関は、一定強度

を維持するための物理的な構造の制約条件に根ざしていると考えている。例え

ば、凹部の溝を深くするためには、触れている要素は一定強度を保つために要

素またはその根元を太くする必要があり、その制約を満たす物体として溝の間

の間隔も広げる必要があると思われる。

事前分布としての相関関係は、前述の視覚における部分的遮蔽の事例でも当

てはまるように思われる。今回紹介したベイズ推定のアイデアを視覚に置き換

えてみよう。この場合の事前分布としての相関関係とは、見えている部分と見

えていない部分が同じ、または類似していると言い換えられる。例えば、部分

的に隠されている円があるとする （図1C）。この場合、見えている部分の曲率

が、見えていない部分の曲率と同じ、または類似しているということになる。

これは、わたしたちの見えをうまく説明しているように思われる。

触れていない物体に触れたらどうなるか

今までの議論では、（まだ） 触れていない対象について推測を行う、という認

識プロセスに焦点を当てていた。それでは、触れていなかった対象に実際に触

れた場合、どのように認識されるだろうか。つまり予測のもとでの現実をいか

に認識するか、という問題である。Mitsudo （2015） の実験では推測のプロセス

に焦点を絞っていたため、触れた場合にどう認識されるかという問題は実験的

には検討されていない。

触れていない物体に触れるという場面設定において、有名な知覚現象がある。
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いわゆる、大きさ・重さの錯覚 （size-weight illusion） である。大きい段ボール箱

と小さい段ボール箱を準備し、両方に1kg の重りをいれて比較したとき、どち

らが重く感じるだろうか？実際に試してみると、小さい段ボール箱の方が重く

感じられる。この錯覚の体験には、見て触った後に判断するという図式がある。

大きい段ボール箱は、重いものを連想させる。言い換えると、視覚によって「重

そう」という期待が生じる。その後、触覚・筋運動感覚によって重さを判断す

ると、予測に反する形で、大きい箱が軽いという判断がなされる。

この結果は直感的に理解しやすく、多くの心理学実験で再現されている一方 

（Saccone et al., 2019）、説明は予想外に困難である。前節で紹介したベイズ推定

のアイデアを単純にあてはめてみよう。事前分布として、物体の重さは視覚的

な大きさ （体積） に比例すると仮定する。触覚情報が同じであれば尤度も同じで

あるため、上のベイズ推定を単純に適用すると、視覚的に大きい段ボール箱の

方が、重く感じることが予想されてしまう。これは実験の結果に反しているた

め、ベイズ推定の枠組みについて新たなアイデアを導入する必要がある。

本論文では、尤度および事前分布の不確かさ （uncertainty） に着目する。体積

が大きい物体は、その密度について不確かさがある場合、とりうる重さの幅は、

体積が小さい物体と比較して大きい。したがって、大きい物体は重さについて

の尤度関数がなだらかになると仮定する。さらに、物理環境としての事前分布

として、わたしたちは重い物体より軽い物体に遭遇する可能性の方が高いと仮

定する。この尤度関数と事前分布のもとでは、大きい物体が軽く感じられると

いう実験結果は説明できる。予備的に行った数値シミュレーションの結果を図

3に示す。

この説明では、視覚情報と触覚（・筋運動感覚）情報の組み合わせとして2

次元的な尤度関数を想定している。同様に事前分布についても、視覚と触覚情

報の組み合わせによる2次元的な分布を想定している。これらの前提は、視覚

情報のみを事前分布とし、触覚情報を尤度と見なす従来のベイズ的説明の枠組

み （Brayanov & Smith, 2010） とは異なっている。近年の心理学実験研究では、視

覚と触覚情報入力のタイミングはほぼ同時であっても大きさ・重さ錯覚が生起
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したり （Plaisier et al., 2019）、明確な期待がなくとも錯覚は生起する （Peters et al., 

2016） という報告がある。したがって、研究の説明可能性という点で、2次元

的な尤度関数を考える方が応用可能性は高いと考えられる。著者は、このよう

な無時間的ベイズ推定の枠組みは、触れていない部分の認識の問題（Mitsudo, 

2015）にも適用できると考えている。

まとめ

本論文では、直接は見たり触れていない対象について認識するという問題に

対して、ベイズ推定を使って定式化するアイデアを提示した。今回提案した枠

図３　大きさ・重さ錯覚現象におけるベイズ推論の一例。各図は、横軸が触覚による重さ （質
量）、縦軸が視覚的な大きさ （体積） であり、グレースケールの濃淡は相対的な確率を対数表
記したものを表す。各図の黒点はそれぞれの分布が最大値となる座標である。（A）: 世の中に
ありうる物体全体を考えた事前分布であり、大きな物体および小さな物体いずれの推定の場
合にも適用される。（B）: 大きな物体に関する尤度。（C）: 大きな物体について事前分布と尤
度を掛けて計算した事後分布。（D）: 小さな物体に関する尤度で、重さは大きな物体と同じで
ある。（E）: 小さな物体について事前分布と尤度を掛けて計算した事後分布。（C） と （E） を
比較すると、重さの推定値は大きな物体が左に寄っており、実際の質量が同じ場合には大き
い物体ほど軽く感じられるという結果が再現されている。

A B C

D E
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組みが妥当であるかを検討するためには、計算機による詳細な数値シミュレー

ションを行ったり、触れていない部分を推測したのちにその部分に触れて判断

を求めるなどの心理学実験が有用であるだろう。
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内からの記述

飯　嶋　秀　治

１．はじめに

筆者は九州大学法文学部創立八十五周年の際に、三時点三角測量という方法

で、日本・インドネシア（バリ島）・オーストラリア（中央砂漠地帯の先住民）

の３つのフィールドの資料から、戦前・戦後・現代の３時点で比較することで

比較宗教学を構造的に記述しようとした（飯嶋2010）。あれから15年経過し、法

文学部創立百周年に当たり2023年から2024年は文学部歴史編纂室長となり、本

論に臨んでいる。この15年に学んだことの１つは歴史の記述の仕方である。

歴史についてはさまざまな資料と記述があり得るがここでは便宜的に２つの

資料と３つの記述の立場に分けよう。

近代の大学において大きな存在となってきたのは、言うまでもなく史料を用

いた実証主義的歴史である。これは現在でも世界的な歴史学の中心的な価値に

なっていよう。

それに対して、民俗学や文化人類学から出てきたのが無文字社会における歴

史である。これは現在様々な呼称があるが、オーラル・ヒストリーともいわれ

て普及しつつある（保苅2004）。

八十五周年時の記述（飯嶋2010）が客体化の極みにあるような、「外からの記

述」だとしたら、福岡市史での民俗史記述（飯嶋2015等）は史料と語りの「折

衷した記述」。また学部生の授業（文化人類学演習）でそれぞれの語りをまとめ

た報告書（飯嶋編2019等）は語りによるそれぞれの人びとの語りから構成した

「内からの記述」と言えるかもしれない。

そうした意味で、内からの歴史記述に慣れてくると、外からの記述が一定の
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距離をもって浮上してくる。本稿では、この15年の私自身の経験に照らし、考

えたことを整理してゆくことで、九州大学法文学部創立100周年史を考えてみた

いと思う。　

２．文学部歴史編纂室

九州大学文学部歴史編纂室は2010年度に発足し、その目標を以下のように述

べる。「文学部歴史編纂室の目指すものは、文学部の輝かしい歴史と伝統を振り

返り、人文学の本質を再認識すると共に、21世紀の現代社会における文学部の

存在意義を学内外に示すことです。決して単なる回顧ではなく、教育・研究に

関わるすべての面において、過去を踏まえ、現在を見つめ直し、そして未来を

切り拓いていく九州大学文学部の姿を世に示すため、以下のような多様な業務

に取り組みます」（文学部歴史編纂室ホームページより）。初代室長は中国哲学

史の柴田篤教授であり、その構成員は全員歴史学部門から成っていた（以下も

職位は当時のもの）。

その後、徐々に文学部門や人間科学部門の構成員も入り、2015年度から私も

その構成員になる。当時の室長は日本史学の佐伯弘次教授であったが、私に声

掛けをしてきたのは日本史学の山口輝臣准教授であった。山口准教授とはそれ

以前から大学で時折立ち話をする仲であったし、福岡市史では近代編と民俗編

で合同の研究会にも出るなかであった。歴史編纂室に招聘されるにあたり直接

に聞いた話は私が文学部90年史に寄せた「比較宗教学研究室」（飯嶋2014）の原

稿に興味を持たれたのだということであった。

ところが翌年度には山口准教授は東京大学へと移り、それからしばらく室長

は美学美術史の後小路雅弘教授（2016～2018年度）、西洋史の岡崎敦教授（2019

～2022年度）と続く。ところがコロナ禍があけつつある2023年度になると、室

長の職位として教授職の構成員である必要がある、という話になり、私に室長

の役職が回ってきたのであった。こうして、人間科学部門という、基本的には

現在生きている人間を相手にする学問の専門家、換言すれば歴史の素人が文学
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部歴史編纂室長になったのである。

３．文学部歴史編纂室長

しかも2023～2024年度は、文学部歴史編纂室の目標からしても重要な時期で

あった。というのも九州大学法文学部創立100周年が2024年度に控えており、私

が室長になる以前から、文学部百年史の刊行は2025年度とし、2024年度の催し

も含めて執筆することになっていた。当時はそこに向けて着々と準備を進めな

いといけない時期に入っていたのである。

それまで基本的に歴史編纂室がやってきていたのは、福岡アジア美術館にも

勤めておられた後小路雅弘教授の展示企画であったが、コロナ禍により影を潜

め、教授会資料のデジタル化と、歴代の研究院長インタビューが主になってい

た。だが後者のインタビューについてはどのように100周年史に組み込まれるの

かは未明であったため、教授会資料が100周年史の主な資料になるのと想定され

ていた。

ところがこれは私にはかなりの違和感があった。というのもまず私の専門で

ある文化人類学で言えば、文化人類学では当事者の生活全般のなかでの言語化

能力の位置は中心的な重みをもたせていない。だからこそ、文化人類学では「参

与観察」を重視しており、当事者が語る以外のことを言葉以上の重みをもって

人は行為しているという認識である。この背景から判断すると、会議資料とい

うのは、（１）言語化されたものしか残されない。（２）不規則発言や不用意な

発言は編集されている。（３）議論のプロセスまでは誰がどう語ったのか逐語的

に記録されていない、等の諸前提があるので、確定はしているものの、その分

人間の動態・生態は反映されていない、と思われたからであった。文化人類学

でも近年は、フィールドノートを当該の集団に全て提出したうえで、相手が許

可したものだけを論文の資料にしてよいという手続きが必要な場合があるが、

これに近い状況である。しかし、そうした、いわば編集されたデータはもとも

との語りややりとりの精彩を欠くことも多い。それでは書いたところで、読み
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応えのあるものが書けるかどうかと危ぶんだのである。

４．「大学の怪談」案

コロナ禍もワクチンで対策が整ってきたので、2023年度最初の会議では、100

周年史の沈滞した状況をいかにして自らも含め、やりがいの出るものにするか、

ということにあった。そこで構成員の先生方には、全員に自分がやりたい企画

を持ち寄っていただくことにした。

こうして私自身が提案したのが「大学の怪談」というジャンルを設けること

であった。「学校の怪談」というジャンルの語りがあるが、あれの大学版であ

る。これはまじめな提案である。何よりも文学部百年史を考えるうえで意識し

たのは、文化人類学を学んできたものとして、大学の生態を描くことであった。

実際、『大学のエスノグラフィ』（高橋・飯嶋編2021）では、文化人類学演習の

一環として、学部生たちと、（１）大学教員について、（２）大学職員について、

（３）学生について、という３つの集団をとりあげた。それぞれが大学を構成し

ており、それぞれが相互行為しているからである。

こうした大学の生態、いわば大学史の「分母」を見ている立場からすると、

「教授会資料」は、一つの集団の、限られた言説でしかない。もちろんそこには

公の資料に残してはいけないという検閲があるからこそそうした生態が編集さ

れるのであるから、大学で生じたことを全て事実あるがままに書けるわけでも

ないし、そもそも事実あるがままなどという事態があるのかが大きな問題であ

る（小川2023）。

しかしその生態を滑り込ませる記述をしないと、そうした事態が存在しなかっ

たかのようになってしまう。だが、あってはいけないがあったし、生じたその

事態の影響力が大きいからこそ検閲で資料からは外されるのである。なので、

この力を振るう領域を全て落とすのは、問題は生じさせないかもしれないが、

面白味の減した歴史構築に与してしまうことになる。

そこで私が参考にしたのがオーストラリア先住民の宗教文化の展示の仕方で
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あった。オーストラリア先住民の例えば通過儀礼に用いる道具は、本来その構

成員にしか開示できないものである。植民地状況下では博物館などに展示され

ていたが、先住民の意向では望ましくはなかったのである。こうして、先住民

権が徐々に認められてきた結果、ようやく聖なる道具が先住民自身の手に還さ

れることになったのである。

ところがこうした聖なる道具はしばらくすると、地域によっては管理が難し

くなり、そのためそれらは一部で博物館管理下に改めて置かれる地域も出てき

た。そうなると博物館としても、収蔵物としてのみ置いておくのではなく、展

示物にできないかと考える。そこで、改めて当該集団に展示の打診をしたのだ

が、その度に先住民コミュニティからは「成人でないと開示できない」「男性で

ないと開示できない」「部族の成人男性でないと開示できない」と手紙のやり取

りをつみ重ねることになる。その結果、博物館での意味ある限定展示は難しい

と判断せざるを得ないのが了解された。その状況で博物館が考案したのは、聖

なる道具そのものは展示できないが、この手紙のやり取りを展示することで、

当該先住民コミュニティが現在もなお、いかに当該の道具を大事にしているの

かを展示したのであった。

「大学の怪談」はこうした大学の生態という認識と、博物館展示の工夫の知識

から提案された案であった。「いつ」「どこで」「誰が」というのはある程度、漠

然とさせながら、大学におけるダークなマターについて、当該の事実があった

ことを伝える工夫であった。

そのほかにもいろいろな企画を考えた。例えば、コロナ禍で中止になった研

究会の諸々のポスターを集めて展示する「コロナ大中止展」。あるいは実現した

事実でなく、やろうとしてできなかった事実を集めた「大学企画倒れ展」。これ

らの案には構成員も愉快そうに笑ってもらえたのは幸いであった。

５．「混沌と創造―ファントム墜落事件と大学の自治を巡って」展

こうして、幾つかの提案したものの、こうした企画案は「そうした冗談はさ
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ておき」という雰囲気に回収されて行ったので、いっときの笑いにとどめたも

のの、法文学部創立100周年記念を１日やれば良い訳もなく、その１日を成功さ

せるためにも、丁寧に準備を進める必要があると思われた。

そこで次に発案したのが、法文学部創立100周年を学内外に知らせる機会を設

けることであった。これは2023年に、法文学部創立100周年記念委員会がゆっく

りと進みだしたことを受けて提出した案であった。

私が就職した2007年、実は九州大学全体が100周年を迎えようとしており、大

学は当時その寄付収集をそれぞれの教職員で分担しようとしていた。まず行っ

たのが、「教授」「准教授」「講師」と職位毎に寄付額を提案して、教授会やメー

ルで寄付を依頼することであった。次に行ったのがワーキンググループとして、

一部上場企業へ寄付の依頼をしてゆくことであった。私はこの構成員になった

のであるが、手元には一部上場企業の連絡先や住所が届くだけで、そのアポイ

ントメントは各自で行い、その交通費は５千円の QUO カードが支給されるだ

けで、それで不足する分（例えば県外本社の場合）は、学会等と兼務で出かけ

てほしいという企画であった。この企画は現場からさすがに無理であるという

声が続出し、私自身も自助努力で２社回っただけに終わった。

しかしこの挿話は笑えない。実際、法文学部創立100周年記念事業も、ウェブ

サイト、記念誌、イベント、同窓会と現人文社会科学系学部で大まかな担当は

決めたものの、そこから先は各担当のまとめ役に任せる、という次第で、この

ままでは当日のイベントがひそやかに行われて終わるのではないかと思われた

のである。

そこで文学部歴史編纂室長として考えたのは、2024年度が法文学部創立100周

年記念の年であることを学内外に知らしめる催しをすることであった。ホーム

ページというのはそのとっかかりではあるが、そうしたものは積極的に探さな

いとアクセスできない。学内の学生であれ、卒業生であれそれは同じであろう

と判断された。

このため、九州大学文学部歴史編纂室らしい催しをして、内外に知らせるの

が良かろうと考え、大学文書館の赤司友徳准教授と一計を案じ、提案したのが
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「混沌と創造―ファントム墜落事件と大学の自治を巡って」展であった。当時

は政治的にも、学内的にも、大学の学知の自治がますます危うくなってきた。

このまま結結諾々と従っていてはいけないが、研究者らしく問いという形で主

張を形成することにした。その焦点となったのが、1968年６月に九州大学箱崎

地区に墜落したファントムと、それを巡って燃え上がった学生運動についてで

あった。

この展示の基軸は最初から九州大学の100周年史のなかで過去にも未来にも誇

れる中村哲の存在であった。だが中村自身は医学部学生なので、法文学部には

絡めづらい。ところが数年かけて中村哲の著作に全て目を通したところ、当時、

文学部倫理学講座教授であった滝沢克己との関係が明らかにあるのである。直

接名前が言及されていたのは一か所だが、カール・バルトやヴィクトール・フ

ランクルへの言及は当時滝沢克己との関係で理解できるものであった。それは

両者が Young Men’s Christian Association の縁で滝沢の講演を中村が話を聞くこ

とがあったためであったし、のちには自宅に遊びに行っていたことも分かって

きた。滝沢は当時学生運動に深く関与していたし、中村は学生運動を行ってい

た。この軸を中心にして、九州大学におけるファントム墜落事件を展示できな

いかと考えたのである。

資料は上首尾に集まっていった。企画を法学部や経済学部や教育学部の構成

員に話したところ、それぞれから取り上げるにふさわしい教員の推薦を受けた。

こうして法学部の具島兼三郎、文学部の滝澤克己、経済学部の秀村選三、教育

学部の成瀬悟策、それぞれの学生運動との挿話を調べ、その中から成長していっ

た中村哲を位置づけた。中央に学生運動のヘルメットを積み上げたこの展示企

画を実施するうえで私が大切にしたのは、これら５名のご遺族との関係であった。

そこで、私は一人一人のご遺族に連絡を取り、企画を伝え、承認を得て進め

ることにしたのであったが、実はこの手順そのものが、法文学部創立100周年を

同窓会や OB・OG に伝える良質な過程であることが分かってきたのであった

（飯嶋2025）。
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６．「変貌するキャンパス・ライフー1980年代の九州大学」展

「混沌と創造―ファントム墜落事件と大学の自治を巡って」展は、年度をま

たいだ2023年度から2024年度に九州大学附属図書館で行われた。幸いなことに、

学内外の人びとに好意的に迎えられたが、これが上首尾に行ったことで少々欲

も出てきた。

この展示を開催する際に気づいたのが、この展示の３ケ月前に、主催者別だ

が「「学徒出陣」から80年目を迎えて」が開催されており、これも上首尾に営ま

れていた。私たちの展示はいわば1960年代展だが、「学徒出陣」の方はいわば

1940年代展であり、2024年11月の創立100周年の催しまではまだ半年以上もあっ

た。であれば11月までのどこかで1980年代展を行えば、法文学部の100年のう

ち、３つの時代はおさえたことになる、と考えたのである。こうして赤司友徳

准教授を中心に九州大学大学文書館と、九州大学文学部歴史編纂室による「変

貌するキャンパス・ライフ―1980年代の九州大学」を開催することになった

のであった。

ところがこの1980年代展は、百年史編纂をした構成員たちからも懸念を表明

されていた。というのも、百年史編纂をした際に、1980年代はそれほど変化の

あった年月ではなかったという理由があったためである。そこで私たちが行っ

たのは専門を生かしたオーラル・ヒストリーの調査である。短い期間ながらも、

事務部の力を借り、1980年代当時人社系４学部で過ごし、現在九州大学に勤め

ている教職員にインタビューを行い、また箱崎の町側から見た九州大学の姿は

福岡市史で育んできた伝手をたどってインタビューを行えた。

大学史を教職員史として大学内の制度に狭めてしまえば何もなかったかのよ

うな時代でもあったが、大学史を学生史も含めて大学外の出来事にも絡めるな

らば、時代に応じた様々な変化がそこに生じていたのであった。そこには女学

生の比率の増加、大学祭の変化、学生相談、住まいや生活、国際化、就職先の

変化などが見て取れたのである（赤司2025）。
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７．「九州大学法文学部創立100周年記念展示―学生の変遷を振り返る」

こうして、1940年代、1960年代、1980年代の展示が連続して開催されてきた

のであれば、11月の百年史を、その日だけのイベントにするのではなく、この

100年を３つの時代を通じて振り返る展示にしてはどうかと考えた。

これが法文学部創立100周年記念式典の11月16日を挟んで開催された「九州大

学法文学部創立100周年記念展示―学生の変遷を振り返る」であった。これま

でそれぞれに主題があって開催された３つの時代の展示であったが、こうして

並べてみると一つの物語が浮上する。それは1940年代には学徒動員令で国家の

犠牲になった法文学部の学生たちが、1960年代には文学部・法学部・経済学部・

法学部には国家政策と抗う存在となり、それは物別れに終わったかもしれない

が、1980年代には消費の主体へと変貌したという物語である。

そして九州大学の歴史はキャンパスの壁面のなかだけに見いだされるだけの

ものではない。1940年代には学徒出陣で学生を送り出した家族の歴史がある。

1960年代には大学を中退して市民となっていった教職員や学生の歴史がある。

1980年代にはその60年代前後に大学を卒業した人間が国内の消費社会から脱出

し、海外に行った歴史もある ―  中村哲のペシャワール会がまさにそれではな

いか。こうした生命線の交差の全体が九州大学の歴史でありそれを「教授会の

資料」も「オーラル・ヒストリー」も構成しているのである。そしてこうした

生命線の間を満たしていたのが、歴史のダーク・マターであった。

九州大学文学部の歴史一つを取っただけでもこれだけの議論の層が積み重なっ

ているのであるから、私が15年前に公にした「三時点三角測量」（飯嶋2010）と

はなんと浅薄な資料に基づく「比較宗教学」であったであろうか、と現在は思

う。史料の底の底のそのまた底にさえ幾重もの生命線が脈打っており、その間

をダーク・マターが埋めているのである。「比較宗教学―三時点三角測量」を

書いた私の社会構造を、足場で支えた九州大学の、内側から見た歴史の記述は

このようなものであった。

私は1980年代の展示にたどり着き、ようやく私自身が学生時代を過ごしたあ
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の時代の眺望ができたと考えた。やっと「現代」社会に至ったのだ、と。とこ

ろが若い世代の研究者に聞くと、「1980年代など＜現代＞ではない」のである。

それゆえ、これからの百年を生きる九州大学構成員はここから九州大学の歴史

を描かなければなるまいし、九州大学の今後の百年は、こうした生態史と生命

誌に捧げられねばなるまい。歴史を覆い隠すものへの反逆はここから始まるの

である。
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―過疎内包型地域圏における地域集団活動の実態から―

地域特性に対応した地域福祉計画による 
地域共生社会形成の課題

高　野　和　良

1．地域共生社会と地域福祉計画

社会福祉法を根拠として地方自治体が策定する地域福祉計画はもとより、任

意計画である社会福祉協議会（以下、社協）の地域福祉活動計画においても、

その理念や目標として「地域共生社会」形成が掲げられるようになった。また、

両計画では、この理念、目標を受けて、例えば「支えあう地域づくり」といっ

た基本目標が設定される場合が多く、この基本目標を受けて具体的な事業（取

り組み）としては、安否確認のための見守り活動や、閉じこもり防止のための

居場所づくりであるふれあい・いきいきサロン活動（以下、サロン活動）といっ

た地域福祉活動による支援提供が目指されることが少なくない。

ここで興味深いのは、計画を策定している自治体や社協が都市地域に所在し

ていても、過疎農村地域であっても、これらの事業内容自体にはあまり相違が

認められないことである。加えて、計画の成果達成などに関する評価の基準や

方法についても模索が続いている現状にあり（榊原 2020）、地域特性に応じた

基準や方法が採用されているとはいえない。かつてほどではないとしても都市

地域と過疎農村地域の人びとの生活実態にはかなり違いがあるため、同様の地

域福祉活動による支援提供は、一見すると両地域でともに効果を挙げているよ

うにみえていたとしても、担い手や受け手の人びとにとってそれらの活動の意

味づけはかなり異なっている可能性があり、その評価も慎重に行う必要がある

とはいえないだろうか。
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さらに、ここで事態を複雑にしているのは、市町村の合併の特例に関する法

律（合併特例法）によって1999年から2010年にかけて行われたいわゆる「平成

の合併」によって地方都市と複数の過疎地域が合併し、過疎地域の時系列的な

変化の実態が確認しづらくなったことである。ひとつの自治体に生活構造のか

なり異なる都市地域と過疎地域などが並存することとなった状況に、地域福祉

計画、地域福祉活動計画がいかに対応しているのかという問題は、十分に検討

されていないように思われる。そこで本論では、地方都市と複数の過疎地域と

の合併後に成立した新たな自治体の状況を過疎内包型地域圏として捉え、過疎

内包型地域圏における地域共生社会と地域福祉計画との関係を考えるための手

がかりを示すことができればと思う。

２．過疎内包型地域圏における世帯と家族との関係

本論では、筆者が計画策定委員として参加し、調査結果の分析などを担当し

た山口市の地域福祉計画、山口市社協の地域福祉活動計画を事例とする。

山口県山口市は、2005年10月１日に１市（山口市）４町（秋穂町、阿知須町、

小郡町、徳地町）が合併し、その後2010年１月16日に１町（阿東町）が合併し

たことによって広範な市域となり、その内部に、比較的人口規模の大きな都市

地域としての旧市部と、農村地域が多い旧町部が並存することとなった （１）。

現在の山口市のように、平成の合併の過程で過疎町村が当該地域の中心的な

都市と合併し、複数の過疎町村を内包した合併自治体が各地で成立したが、こ

れを過疎内包型地域圏として捉えておこう（高野 2023）。過疎内包型地域圏は、

合併後の自治体の範囲と必ずしも重なっているわけではなく、その範囲を越え

て形成される場合もある点には注意を要する。過疎内包型地域圏は、そこに居

住する人びとが通勤、通学、買い物、通院、福祉サービス利用などの様々な生

活ニーズ充足のための日常的移動によって形成されているため、行政圏域を越

えて形成される場合も少なくないからである （２）。いずれにせよ合併後の自治体

内／間で、都市地域と過疎地域が並存することで形成されている生活圏域が過
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疎内包型地域圏である。

ここで、過疎内包型地域圏が成立するまでの過程をごく簡単に整理しておこ

う。まず、かつての農村では、定住性を基礎とした成員権が存在し、農村の内

部と外部の境界が明確で、共有財産の管理などのための合意形成の仕組みを有

しており、農村内部で生活は完結する傾向にあった。こうした農村の変質が指

摘されて久しいが、現在の農村でも、これらの特徴が完全に消失しているわけ

ではなく、成員の範囲を変化させ、領域を越えて移動する人びとを受け入れ、

そして協同して共有財産たる各種資源を維持していこうとする姿は認められる

（日本村落研究学会企画・高野和良編 2022：229）。

こうした農村側の変化は、近隣の地方都市との関係から簡単に整理すると、

おおよそ３つの区分を設定できる（高野 2023：109-114）。まず、上述したよう

に農村内部での生活の完結性がある程度まで高く、生活に関する用務先として

地方都市の存在が比較的小さかった時期から、1960年代の高度経済成長期を経

て、過疎化が進行する。そうしたなかで、兼業化が拡大し、自家用車の普及も

図１　山口県の市町村合併の状況（2010年１月16日現在）

注：人口は、平成17年国勢調査、面積は、「全国都道府県市区町村別面積調」（2016年10月現在）

出典：（山口県総合企画部市町村課 2021）
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あって地方都市を含む通勤圏の拡大が起こり、買い物などの消費行動や通院先

などの用務先も広域化していく。一方で、過疎農村地域の近隣都市に移住し、

そこから過疎農村地域へ日常的に移動する人々も認められるようになる。人々

の生活構造が、過疎農村地域と近隣の地方都市との日常型移動（加来 2022）を

組み込むことで形成されていく。こうした事態は「日常型移動過疎地域圏」の

形成とみることができる。

日常型移動過疎地域圏では、日常的な移動が増加し、過疎農村地域内での生

活の完結性は弱まる傾向にあった。さらに、平成の合併によって全国の市町村

数は半数近くまで減少し、2010年３月31日時点で1727となり、過疎町村が当該

地域の中心都市と合併し、複数の過疎町村を内包した合併自治体が登場するこ

ととなった。こうした合併後の自治体によって構成される生活圏域が「過疎内

包型地域圏」である。

日常型移動過疎地域圏から過疎内包型地域圏への移行は、単に空間的な社会

移動範囲が拡大したことにとどまるのではなく、先にも指摘したように「過疎

農村地域で生活する人々の移動行動が、住民の属性に応じて多様化し、頻繁に

繰り返されることで、日常化する方向へ変化」（高野 2023b：113）する点を重

視したものである。

通勤、通学に加え、買い物、通院、福祉サービスなどの用務先は広域化し、

かつて認められていた過疎農村地域内だけでの生活の完結性は維持できなくなっ

たが、日常型移動が拡大したからこそ、過疎農村地域での生活は維持できてい

るともいえる。さらに、過疎内包型地域圏内の過疎高齢者の生活実態をみると、

近隣の地方都市といった農村外部に居住する他出子などの親族層、すなわち「近

距離他出子」（徳野 2022：139-62）が、高齢者（親）の買い物代行や通院の送

迎などのために、日常的に農村内部へ移動し高齢者に社会的サポートを提供し

ている場合がある。過疎地域で、過疎高齢者が生活を継続し得る要因のひとつ

には、他出子の生活支援が挙げられるが、これまでは、こうした高齢「世帯」

と他出子という「家族」との関係を十分には取り込めていなかったともいえる

（高野 2024c）。もちろん、高齢者と他出子との社会的サポートの授受の必要性
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を強調し過ぎることは、家族支援への依存度を高めることにつながり、家族負

担の増大を導くという問題点には、十分注意が必要であることはいうまでも

ない。

こうした日常的な移動の拡大のもたらした影響と、世帯と家族との関係実態

をふまえた過疎内包型地域圏の地域構造と生活構造の双方を捉えた現状分析に

基づくことで、過疎農村地域の人びとの生活実態に応じた地域共生社会のあり

方も検討できると思われる。もちろん、こうした世帯と家族との関係は、なに

も過疎農村地域に限って成立しているわけではなく、都市地域でも認められる

ことから、過疎農村地域に限った議論に留める必要はない。しかし、現状の地

域福祉計画・地域福祉活動計画では、地域特性に対応する生活構造の実態に即

した施策の展開を明示するまでには至っていないのではないか。

３．将来予測の限界と現状分析の必要性

地域福祉政策として地域共生社会の形成が目指されてはいるが、その理念型

は示されていても、実現に向けての具体的な取り組みは、計画を策定する自治

体や社協に委ねられているのが現状である。自治体や社協には、当該自治体に

おける人口構造、家族構成、産業構造などを踏まえた地域共生社会のあり方を

確認し、実現に向けた施策、事業の検討が求められているが、計画策定にあたっ

て現状分析のために用いられる人口動態などの諸指標は、人口増減率や高齢化

率などに代表されるようにかなり画一的である。その理由としては、厚生労働

省による計画策定指針の影響が大きいことはいうまでもない。しかし、人口動

態などのデータに基づいて、人口減少や高齢化の進行が地域社会の持つ諸機能

の弱体化を招くという危機感をいわば自動的に示すことは、様々な批判を受け

た2014年の「増田寛也レポート」（日本創成会議）によってもたらされた問題と

重なることにもなりかねない。同レポートでは、女性人口を自治体単位の将来

推計人口から機械的に把握し、出生数に影響する女性人口の移動（流出）によ

る人口減少が、自治体の消滅に結びつく可能性を指摘している。その結果、消
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滅という語のもつ否定的なイメージばかりが強調されることになってしまった

が、消滅の可能性が高いとされた過疎地域（自治体）で生活する人びとの生活

実態は十分に考慮されておらず、かなり現実と乖離した議論であった （３）。

確かに中長期的な将来展望に人口減少は大きく影響するであろうし、また、

他の自治体との比較も必要である。ただし、このような認識を強調しすぎると、

将来の不安ばかりが強調され、人びとが現に生活を継続し得ている事実を見落

としてしまいかねない。例えば過疎高齢者の生活をみれば、確かに買い物や通

院などの用務先が遠隔化する傾向が強まり、自動車の運転ができなくなれば生

活が厳しくなることは確実に予想できる。しかし、過疎高齢者は、先述したよ

うに世帯としてみれば一人暮らし高齢世帯であるが、近隣の地方都市などに居

住する家族としての他出子が、買い物を手伝ったり、通院の際の送迎などを行っ

ている実態がある。住民基本台帳上の人口でみれば、過疎地域で暮らす一人暮

らしの高齢世帯の人口は１人であることは間違いないが、そこには高齢世帯の

高齢者を支える他出子をはじめとする様々な他者との関係性が見逃されている。

ここで必要となるのは、こうした世帯と家族との関係などに認められる生活実

態を正確に把握することで、「現在の生活構造の課題と、将来の予測的な課題を

峻別」（徳野 2014：88-95）することである。

やや乱暴な議論になるかもしれないが、人口減少や高齢化率の将来予測を重

視し過ぎるのではなく、現在の生活課題に人びとがいかに対応しているのかを

明らかにし、実際に必要な支援活動を検討するという視点が、今以上に地域福

祉計画策定にあたって求められているといえよう。

こうした問題は、地域社会の実態や、活動の担い手や受け手として参加する

人びとの生活や意識の正確な現状把握によってはじめて検討できる。その根拠

となるのは、地域福祉計画であれば計画策定にあたって実施される量的なアン

ケート調査や、当事者組織などに対して行われる質的な聞き取り調査などから

得られたデータである。こうした社会調査は、町内会 ･ 自治会、老人クラブ、

子ども会などの地域集団への参加の有無、ボランティア活動への参加経験など

の実態を確認することを目的とした、現状把握型アンケート調査が一般的であ
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る。また、現状の計画評価が数値目標の達成度を重視していることも、現状把

握型の社会調査が必要とされる背景にある。

そして、計画策定にあたっては同内容の調査項目（設問）をおおむね５年間

程度の一定間隔で継続的に行うことで、当該自治体の住民の福祉意識や行動の

変化を把握している。さらに、地域福祉計画策定開始から20年近くが経過し数

回にわたる社会調査データが蓄積されてきている点も重要である。経年変化を

捉えたデータの蓄積は、計画期間の達成状況を示す根拠を提供するとともに、

ある程度の将来予測も可能になってきている。このため、現状把握型の社会調

査の特徴を維持するのであれば、調査項目（設問）の大幅な変更には慎重にな

らざるを得ない。現状の調査項目を維持したうえで、新規の調査項目を追加で

きれば問題は簡単であるが、調査回答者の負担や回収率の低下を回避するため

には、むしろ設問数の削減が求められており、調査項目の新規追加は難しい場

合が少なくない。何を問うべきかは不断に検討すべき課題となっている。

もちろんアンケート調査の質問項目とワーディングは、各自治体、社協で様々

であるが、ここでは、地域共生社会との関係から、様々な地域集団、集落活動

への参加状況を把握する質問の必要性を検討したい。なぜなら、地域共生社会

は、共生の理念と、その理念を実体化する地域集団活動、集落活動などの協働

の活動との関係によって成立しているからである（高野 2023）。

さらに、過疎内包型地域圏、とりわけ人口減少と高齢化が進行し、生活条件

が厳しいと思われる過疎農村地域における地域共生社会のあり方を検討するた

めにも、地域特性に応じた生活構造把握のための調査項目が必要である。にも

かかわらず、多くの場合、町内会・自治会、PTA・子ども会、地域婦人会、老

人クラブ、社会福祉協議会、ボランティアといった、いわば全国一律といって

もよい地域集団への参加実態把握に留まっており、集落活動の参加実態把握は

十分に行われていない現状は問題といえよう。
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４．過疎内包型地域圏における地域集団活動と地域福祉活動

過疎内包型地域圏として捉えた場合、そこに認められる人びとの生活構造は、

一般的に旧市部の都市型と、旧町村部である過疎農村型とに分けられる。その

うえで、地域福祉活動と地域活動との関係をみると、人口減少や高齢化が急速

に進む過疎農村地域では、見守り活動やサロン活動といった地域福祉活動を新

たに始めることは難しい場合もある一方で、集落での生活維持にとって必要な

集落活動である道普請や神社などの掃除、葬式の手伝い、祭りなどの祭事といっ

た共同労働は維持されている場合もある。様々な共同労働への参加を必要とす

る過疎農村地域の生活構造によって、実質的な安否確認や閉じこもり防止が図

られているともいえる。つまり過疎農村地域では地域福祉活動の維持は難しく

とも、同様の機能を持つ共同労働などが、当該の集落で暮らしている高齢者だ

けではなく、他出子も参加することで支えられている場合がある（高野編 2022）。

地域共生社会の実現には、地域福祉活動への多様な主体の参加と協働が必要

と考えられている。ここでいう地域福祉活動とは、単なる個別支援サービスで

はなく、生活実態を踏まえた総合的な生活支援を図る活動である。地域福祉活

動の主体となる人や組織は、地域住民、地域集団、民生委員、地域福祉専門職、

社会福祉施設など様々である。各主体の協働による地域福祉活動を通じた生活

の支援とは、個人の参加に加え、多様な地域集団へ参加している人びとが相互

に関係を取り結ぶことによって地域福祉活動の基盤を形成し、その拡大を目指

すことで実現されていく（高野 2024a）。このため地域福祉活動の担い手を増や

すのであれば、地域集団への参加状況も一体として検討する必要がある。いう

までもなく、地域福祉活動の担い手のみを地域福祉政策によって増やすことは

難しい。当該の地域において、地域福祉活動も含まれる様々な地域集団の参加

者が維持され、さらに増加することで、結果的に地域福祉活動の参加者も増え

るということが実態を示している。つまり、ある地域社会での地域集団への参

加状況が、その量において豊富で、質において濃密であれば、そうではない場

合よりも地域福祉活動の担い手は多くなり、その活動も活発になると考えられ
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る（高野 2024a）。

過疎農村地域では担い手の減少や高齢化によって地域集団の活動衰退は進行

し、また、都市地域でも同様の傾向は広がっているとはいえ、地域福祉活動の

担い手の状況は、当該地域の地域集団の活動の活性化状況との関係から把握で

きるであろう。このことは、多様な地域集団への参加によって維持される協働

の場と機会の必要性を示すものでもある。

過疎農村地域である山口県萩市田万川地区を調査対象地域として、1998年、

2011年、2021年と約10年間隔で実施した継続的な社会調査結果（高野 2023）を

みると （４）、1998年から2021年の20年あまりの地域集団参加の変化として、「町

内会・自治会・集落や地区の部落会」への参加は維持されているが、「地域婦人

会・子ども会・PTA」、「老人クラブ・ゲートボールの会など」、「頼母子講・お

日待ち講・念仏講・氏子や祭りの会などの地域の伝統的団体」、「福祉や町づく

65.0 
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32.5 

30.8 

27.6 

6.0 

21.4 

2.6 

66.8

17.7
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21.1

4.0
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2.7

20.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

町内会・自治会・集落や地区の部落会

地域婦人会・子ども会・PTA

青年団・消防団・水防団

老人クラブ・ゲートボールの会など

農協・漁協・森林組合・商工会などの同業団体

住民運動・政党・政治家後援会などの政治集団

その他

どれにも参加していない

1998年調査 2021年調査

（％）

頼母子講・お日待ち講・念仏講・氏子や祭りの会などの地域の伝統的団体

趣味・学習・スポーツ・娯楽などの余暇を活かすための団体

福祉や町づくりなどのボランティアの団体・社会福祉協議会

図２　地域集団への参加率の推移（1998年調査：2021年調査）

注：1998年調査では「どれにも参加していない」という選択肢はなかった。



― 504 ―

りなどのボランティアの団体・社会福祉協議会」といった地域集団への参加者

の割合は、全体として落ち込んでいることが示されている。過疎農村地域での

協働の主体となる地域集団活動の維持は、全般的に厳しい状況になりつつある

（図２）。

一方で、過疎農村地域では、先に述べたように集落での生活を維持するため

に共同労働としての集落活動を行う必要がある。農業などの生産活動のための

農業用水の管理、共有林や道路管理などの共同作業、祭事などの役割は依然と

して大きく、これらの共同労働を集落活動とすれば「常会（集落の寄り合い）」

「近所のお葬式の手伝い」「地域のお祭り（準備も含む）」「道普請（補修、道端

の草刈など）」「地域の神社やお堂の掃除や修繕）」などは、いずれも参加割合は

比較的維持されていることが示されている。また、「常会（集落の寄り合い）」

は高い参加割合であった（図３）。ここから集落活動への参加を通じて生活のた

めの協働が維持されていることが指摘できる（高野 2023）。

このように、過疎農村地域での地域集団への参加割合は、都市地域と同様に

減少傾向にあるとはいえ、過疎農村地域の人びとの集団参加はより多層的であ

ることがわかる。協働は、多様な主体の参加によって実現されるため、本来多

元的で多層的であり、その主体は、例えば都市地域と過疎農村地域といった地

域特性による差異が大きい。

また、過疎農村地域の集落における地域集団と集落活動である共同労働との

関係性をやや強引に整理すると、アソシエーションとしての地域集団の活動は

衰退しつつあるとはいえ、集落での生活維持に必要とされコミュニティとして

展開される集落活動は、比較的維持されていると考えられる。

実際には人口減少によって地域集団の活動は停滞を余儀なくされてきたが、

集落での生活を維持するための集落活動は比較的継続されている。こうした協

働の場の存在によって、過疎農村地域における一種の共生関係も維持されてい

ると考えられる。過疎農村地域では、地域社会との関係を保つための経路が複

数存在している中で、地域集団が衰退したとしても、集落活動によって関係性

が維持されている可能性がある。集落内の高齢者世帯が参加している集落活動
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が、協働と共生の機会を提供しているのであれば、これらの維持を重視すべき

である。

一方の都市地域では様々なサービスは外部化され、都市的生活様式も広く浸

透している。過疎農村地域では、人口減少と高齢化によって地域集団は衰退し

ている一方で、集落活動などの共同労働への参加によって、生活を維持するた

めの協働の場と機会が存在している。一見すると都市地域よりも条件不利にみ

える過疎農村地域の人びとは、参加を前提とした生活構造によって、共生の観

点からみれば協働の機会を保持しているともいえよう。

５．共生と協働との関係と地域福祉計画

共生と協働との関係については、共生の理念の共有を前提とすることで協働

関係が実現される場合と、協働の経験を介して共生の理念が実現される場合が

あり、いずれの経路も成立し得る（高野 2023）。先に指摘したように過疎農村

地域では、後者の協働関係を維持せざるを得ないことによって共生理念は結果

的に形成される傾向がより強く、都市的生活様式の浸透する都市地域では、前

常会（集落の寄り合い） 64.5農業用水の管理（水門の開閉、溝さらえ、補修など。ため池も含む） 19.2道普請（補修、道端の草刈など） 36.4共有林での共同作業 4.0地域の神社やお堂の掃除や修繕 34.7近所のお葬式の手伝い 51.9頼母子講 1.5田植えのなおらい 7.7地域のお祭り（準備も含む） 49.7小学校・中学校行事への参加 24.5高校行事への参加 2.2グラウンド･ゴルフやゲートボールの大会 6.2その他 3.1全く参加していない 13.9

64.5 19.2 36.4 4.0 34.7 51.9 1.5 7.7 49.7 24.5 2.2 6.2 3.1 13.9 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0常会（集落の寄り合い）農業用水の管理（水門の開閉、溝さらえ、補修など。ため池も含む）道普請（補修、道端の草刈など）共有林での共同作業地域の神社やお堂の掃除や修繕近所のお葬式の手伝い頼母子講田植えのなおらい地域のお祭り（準備も含む）小学校・中学校行事への参加高校行事への参加グラウンド･ゴルフやゲートボールの大会その他全く参加していない

（％）

常会（集落の寄り合い） 64.5
農業用水の管理（水門の開閉、溝さらえ、補修など。ため池も含む） 19.2
道普請（補修、道端の草刈など） 36.4
共有林での共同作業 4.0
地域の神社やお堂の掃除や修繕 34.7
近所のお葬式の手伝い 51.9
頼母子講 1.5
田植えのなおらい 7.7
地域のお祭り（準備も含む） 49.7
小学校・中学校行事への参加 24.5
高校行事への参加 2.2
グラウンド･ゴルフやゲートボールの大会 6.2
その他 3.1
全く参加していない 13.9
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常会（集落の寄り合い）
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道普請（補修、道端の草刈など）

共有林での共同作業

地域の神社やお堂の掃除や修繕

近所のお葬式の手伝い

頼母子講

田植えのなおらい

地域のお祭り（準備も含む）

小学校・中学校行事への参加

高校行事への参加

グラウンド･ゴルフやゲートボールの大会

その他

全く参加していない

（％）

図３　地域の出事や行事への参加（2021年調査）
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者の経路の方がより優勢となる可能性が高い。

したがって、都市地域では、共生の理念を具体的な協働関係に導くための、

多様な活動の提案が必要である。地域集団活動等の諸活動が多様に行われ、人

びとの活動参加を実現することで、共生の理念の内在化が問われることにな

る （５）。この過程で、先に述べたように地域福祉活動の担い手の増加も図られる

ことになる。

このように考えるならば、地域福祉計画の内容も問われることになる。地域

福祉計画や地域福祉活動計画などの地域福祉をめぐる計画策定は確かに進み、

地域共生社会を実現するための地域福祉政策として参加支援が重視されてきた。

しかし、そこでの参加は、地域福祉活動への参加としてごく狭く捉えられてい

る場合が少なくない。しかし、多様な生活構造の実態をふまえれば、地域福祉

活動と一体となった地域集団、そして過疎農村地域では生活組織としての集落

活動への活動参加実態を把握する必要があり、地域特性に応じた社会調査項目

の検討が求められる。そのうえで、介入となることは避けつつ、必要な組織化

の支援策を検討し、協働を促すための計画策定という視点が求められるのでは

ないだろうか。こうした過程を経た計画は地域福祉計画というよりも、協働と

共生との関係を重視した「地域共生・協働計画」、あるいはさらに広く「生活支

援計画」とでもいえるのかもしれない。

もちろん過疎農村地域の生活構造の形成を、都市地域であっても目指すべき

だということではない。協働と共生との関係を確認したうえで、過疎内包型地

域圏という把握も含め、それぞれの自治体の地域特性に応じた地域福祉計画、

地域福祉活動計画の策定が望まれるということである。

付記：�本論は（高野 2024b）に必要な変更を加えて転載した。なお、４節、５節は（高野 2023）
の一部（５節）を改訂しており、このため記述に重複がある。

謝辞：�本論は JSPS 科研費19H01597（研究代表：明治学院大学　榊原美樹氏）、JSPS 科研費
19H01562（研究代表：高野和良）、JSPS 科研費23K22177（研究代表：高野和良）の助
成を得て実施された社会調査結果を用いた。



― 507 ―

地域特性に対応した地域福祉計画による地域共生社会形成の課題 

注
（１）	 山口市の2020年国勢調査時人口は193966人であり、2015年国勢調査時との人口増減率

は -1.8％である。2024年12月31日時点の住民基本台帳人口は、山口135911人、小郡25376
人、秋穂5957人、阿知須9415人、徳地4793人、阿東4571人であった。

（２）	 山口県内での一例を挙げれば、山口県と島根県の県境に位置する萩市田万川地区の住
民の生活用務先は、行政圏内にある萩市よりも隣接する島根県益田市に依存している。
過疎内包型地域圏における過疎高齢者と近隣の地方都市に居住する他出子との関係分
析の一例は（高野 2023）に示した。

（３）	 10年後の2024年には、「人口戦略会議」が、「日本の地域別将来推計人口（令和５年推
計）」（国立社会保障・人口問題研究所）をもとに20〜39歳の女性数（若年女性人口）の
減少率を市区町村ごとに分析し、再び「消滅可能性自治体」を公表した。

（４）	 1998年調査は JSPS 科研費 JP09710147、2011年調査は同 JP21530598、2021年調査は同
JP19H01562の助成によって実施した（いずれも研究代表者　高野和良）。

	 　これまでの社会調査の実施にあたっては、旧田万川町社会福祉協議会、萩市田万川
総合事務所、萩市社会福祉協議会、同田万川事務所から様々なご協力をいただいた。

（５）	 地域共生の理念を共有した人びとによる地域福祉活動への参加であったとしても、活
動への動員に陥る懸念はあり、注意が必要である。
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はじめに

本論では、データ化された哲学・倫理学の書籍および論文を、ChatGPTを用

いてそれらの内容に応じて機械的に分類することの有用性及び現状での問題に

ついて述べる。

現在、九州大学文学部倫理学研究室では、研究室所蔵の文献の一部をデータ

化し、効率の良い検索システムの構築を目指している。文献へのアクセスを整

備することで、論文執筆等の研究活動・教育活動に役立てることがその目的で

ある。

土持（2024）では、データ化した文献の検索方法として全文検索・キーワー

ド検索・ChatGPTによる要約の作成を検討した。それぞれの検索方法の問題点

として、全文検索は一度でも検索語が登場する文献がすべてヒットしてしまい

自らが研究対象とする分野の文献であるかの把握が困難である点、キーワード

検索は単に頻度順でのキーワードのタグ付けでは論文の主張と議論の構造を捉

えそこねてしまう点、ChatGPTによる要約は議論構造の把握が困難である点を

指摘した。 （1） 本論では ChatGPTによる要約は議論構造の把握は困難であったと

はいえ、その文献で論じられる問題と主張の要約は可能であった点に着目した。
ChatGPTを利用して論文の分類とキーワードの抽出を行い、得られたキーワー

ドを利用して新たな文献を分類するシステムの構築を目指す。

具体的には次のフローでシステムの構築作業を行っている。

①   ChatGPTに論文を「中絶を擁護する論文」、「中絶を批判する論文」、「こ

ChatGPT を用いた哲学・倫理学文献の 
機械的分類の見通し

土　持　貴　志
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れまでの議論をまとめた論文」に分類させる。

②   論文を「中絶を擁護する論文」、「中絶を批判する論文」、「これまでの議

論をまとめた論文」のそれぞれに分類するための根拠となる語句を分類

のキーワードとして抽出する。

③   抽出されたキーワードが論文内でどの程度使用されているかを基準に新

たな論文を「中絶を擁護する論文」、「中絶を批判する論文」、「これまで

の議論をまとめた論文」に分類する。

④   ③のキーワードによる分類結果と、②での ChatGPTによる分類の結果を

比較することでキーワードの妥当性を検証する。

⑤   ④の比較結果をフィードバックすることで分類の根拠となるキーワード

の精度を向上させる。

本論の構成は以下の通りである。第一節では、フロー①の作業で実際にどの

ような分類が行われたかを確認する。また、同時に ChatGPTによる「中絶を擁

護する論文」、「中絶を批判する論文」、「これまでの議論をまとめた論文」への

分類が妥当な分類であるかどうかを確認する。第二節では、フロー②でどのよ

うな語句が分類のキーワードとして抽出されたかを確認し、フロー③④でキー

ワードを利用した分類と ChatGPTによる分類結果の比較検討を行う。第三節で

は、フロー⑤で新たに得られたキーワードを確認する。第四節では、修正され

た分類システムの結果の分析を行う。また、分類システムが検索システムにど

のように役立つのか、他の検索方法よりどういう点で優れているのか、残され

た課題は何かを考察する。

第一節　ChatGPTによる論文の分類とその妥当性の検討

現在、九州大学文学部倫理学研究室に所蔵されている文献のデータ化と、書

誌情報をまとめた目録の作成を行っている。しかしながら、作成した文献デー

タの検索方法はエクスプローラの検索窓から全文検索をするか、目録を用いて

タイトルや著者名で検索するかのどちらかに限定されている。これらの検索方
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ChatGPTを用いた哲学・倫理学文献の機械的分類の見通し 

法には以下のような長所と短所を持ち、表裏の関係にあるといえる。
検索窓からの全文検索
　長所    1. windowsの標準機能であるため利用が容易
　    2.全てのファイルを網羅的に検索できる
　短所    1.論旨に関係なく検索語が登場する全ての文献がヒットする
　    2.検索に比較的時間がかかる
蔵書一覧を用いた検索
　長所    1.検索速度が速い
　    2.検索したい文献のみにアクセスできる
　短所    1.検索できる情報が書誌情報に限定される
　    2.検索精度の高い一覧作成には手間と時間がかかる

表１　検索方法の長所と短所

これら2つの検索方法では研究、教育活動に役立てることは困難である。とい

うのも、実際に文献を検索する際には例えば「中絶に関して、女性の権利を根

拠に擁護する議論が行われている文献」のように、議論のテーマに加え、大ま

かな筆者の主張およびその根拠から検索が可能でなければあまり用をなさない

からである。本節では、上記2つの検索方法の長所を併せ持った検索方法の構築

の準備として、中絶を論じた論文を例に、ChatGPTを用いた機械的な分類の利

用可能性を検討する。

本論では中絶を扱った論文を分析対象とした。これらを分析対象とした理由

は2つある。第一に、生命倫理学における中絶の問題は論者により賛否が明確に

分かれる問題であり、分類が比較的容易だと考えられるためである。第二に、

中絶の問題は生命倫理学における中心問題として多くの研究の蓄積があり、中

絶に対する賛成論、反対論、これまでの議論をまとめた論文が十分に存在して

おり、キーワードの学習に偏りができくいと判断したためである。

分析に利用したプロンプトと分析結果

中絶の問題を扱った論文を ChatGPT 4oを用いて、次のプロンプトで分類を

行った。
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これから中絶に関する倫理学の論文をアップロードします。それらを「中絶を擁護する論
文」、「中絶を批判する論文」、「これまでの議論をまとめた論文」に分類してください。

プロンプト１　中絶に関する論文分析

この ChatGPTによる各論文の分類結果は、当該論文の内容に関して筆者が把

握できるかぎりでは妥当なものだと考えられた。ChatGPTを利用した哲学・倫

理学の文献内容の把握に関して、確かに哲学・倫理学の研究において重要な、

根拠から主張を導出する推論構造を得ることが困難であるという問題は解決さ

れていない。しかしながら、論文の内容をもとに分類するための手段としては

十分機能すると考えられる。

第二節　論文を分類するキーワードの機械的抽出と妥当性の検証

本節では、第一節で行った分類結果をもとに分類の根拠となるキーワードの

抽出と、それらのキーワードの妥当性を検証する。

分類キーワードの機械的抽出

得られた ChatGPTによる分類に基づきキーワードを抽出する。もしある分類

の論文において、他の分類にはない語句が特徴的に検出されるのであれば、分析

に要していない新たな論文もその特徴に応じて分類できることになる。中絶を扱

う古典的論文から擁護論4本、批判論4本、議論のまとめ3本を対象としてChatGPT

によりキーワードを抽出した。キーワードの抽出は以下のプロンプトを用いて行

い、批判する論文と議論をまとめた論文に関しても同様の分析を行った。

中絶に関する倫理学の論文を「中絶を擁護する論文」、「中絶を批判する論文」、「これまでの
議論をまとめた論文」に機械的に分類したいです。それぞれの論文で使用される語の特徴か
ら分類が可能ではないかと考えています。これから、中絶を擁護する論文を4本アップロー
ドします。中絶を擁護する論文として分類する際の根拠となる語あるいは語句を10個学習し
てください。

プロンプト 2　中絶を擁護する論文のキーワード分析
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ChatGPTを用いた哲学・倫理学文献の機械的分類の見通し 

上記と同様のプロンプトを批判論文群、まとめ論文群にも行い、以下の分類

キーワードが得られた。

中絶を擁護する論文 中絶を批判する論文 議論を整理した論文
・   選択の権利 （right to choose）

・   女性の権利 （womenʼs 
rights）

・   自己決定 
（self-determination）

・   身体の自由 （bodily 
autonomy）

・   リプロダクティブヘルス 
（reproductive health）

・   フェミニスト （feminist）

・   安全な中絶 （safe abortion）

・   法的権利 （legal rights）

・   道徳的許容性 （moral 
permissibility）

・   社会的公正 （social justice）

・   命の尊厳 （sanctity of life）

・   道徳的義務 （moral duty）

・   胎児の権利 （fetal rights）

・   生命の始まり （beginning of 
life）

・   倫理的問題 （ethical issues）

・   神聖さ （sacredness）

・   自然法 （natural law）

・   道徳的価値 （moral values）

・   人間の尊厳 （human dignity）

・   生命の保護 （protection of 
life）

・   生命の尊厳 （sanctity of life）

・   倫理的問題 （ethical issues）

・   人間の定義 （definition of 
human）

・   倫理的枠組み （ethical 
framework）

・   社会的影響 （social impact）

・   道徳的価値 （moral values）

・   法的権利 （legal rights）

・   自己防衛 （self-defense）

・   徳倫理学 （virtue ethics）

・   道徳的義務 （moral duty）

表２　分類の根拠となるキーワード （2） 

キーワードによる分類

上記のキーワードは、それぞれの「中絶を擁護する論文」、「中絶を批判する

論文」、「これまでの議論を整理した論文」のいずれかに分類される際の根拠と

なる語群である。従って、上記のキーワードがその分類の特徴語として妥当で

あるならば、中絶を扱った他の論文内で、例えば「選択の権利」という語句が

使用されている場合、その論文は「中絶を擁護する論文」に分類されると考え

ることができる。キーワードを抽出した後に、それぞれの論文内でキーワード

群のどの語がどの程度使用されているかを調べることで、当該の論文の立場を

分類することが可能であると考えられる。
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キーワードの妥当性の検証

上記で得られたキーワードの妥当性を検証する。検証方法は、分析に要して

いない新たな論文を上記のキーワードによって分類した結果と、第一節でその

妥当性を確認した ChatGPTによる直接分類を新たな論文群に適用した結果との

比較である。分類結果の比較は以下の表の通りである。

論文 キーワードによる分類 ChatGPTによる分類
A 擁護する論文 擁護する論文
B 擁護する論文 擁護する論文
C 議論をまとめた論文 議論をまとめた論文
D 批判する論文 議論をまとめた論文
E 批判する論文 議論をまとめた論文
F 批判する論文 批判する論文
G 議論をまとめた論文 批判する論文
H 議論をまとめた論文 批判する論文
I 擁護する論文 批判する論文

表 3　分類結果の比較

表3から分かるように、キーワードによる分類と ChatGPTによる分類では結

果が異なる事例が存在する。その原因は、元々の分析に用いた論文数が少なく

キーワードの学習が不十分であったということが考えられる。

第三節　分類結果のキーワードへのフィードバックと分類プログラムの修正

本節では分類の精度を向上させるために、これまでの分析で得られた結果の

キーワード抽出へのフィードバックを行う。

キーワード抽出へのフィードバック

それぞれの分類の根拠となるキーワードを20個ずつ学習させた上で以下のプ

ロンプトでキーワードへのフィードバックを行った。
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ChatGPTを用いた哲学・倫理学文献の機械的分類の見通し 

これまでにアップロードした論文全てを勘案して、キーワードを修正してください。修正点
は次の2つです。
  1. 異なる分類で重複するキーワードは、特徴として強く現れている分類を示すキーワード
として残す。

  2.特徴を表すキーワードとして弱いものは削除する。
プロンプト３　キーワードの修正

上記のプロンプトにより、以下の修正されたキーワードが得られた。取り消

し線がひかれたものは削除されたキーワードであり、矢印で示されたものは新

たに追加されたキーワードである。

中絶を擁護する論文 中絶を批判する論文 議論を整理した論文
・   選択の権利 （right to choose）
・   女性の権利 （womenʼs rights）
・   自己決定 
（self-determination）
・   身体の自由 （bodily 

autonomy）
・   リプロダクティブヘルス 
（reproductive health）
・   フェミニスト （feminist）
・   安全な中絶 （safe abortion）
・   法的権利 （legal rights）
・   道徳的許容性 （moral 

permissibility）
・   社会的公正 （social justice）
⇨ ジェンダー平等 （gender 

equality）
⇨ リプロダクティヴ・フリーダ
ム （reproductive freedom）

⇨ プライバシー （privacy）
⇨ 性的健康 （sexual health）

・   命の尊厳 （sanctity of life）
・   道徳的義務 （moral duty）
・   胎児の権利 （fetal rights）
・   生命の始まり （beginning of 

life）
・   倫理的問題 （ethical issues）
・   神聖さ （sacredness）
・   自然法 （natural law）
・   道徳的価値 （moral values）
・   人間の尊厳 （human dignity）
・   生命の保護 （protection of 

life）
⇨ 潜在性 （potentiality）
⇨ 道徳的な一貫性 （moral 

consistency）
⇨ 潜在的な人間 （potential 

human being）
⇨ 無条件の受容 （unconditional 

acceptance）

・   生命の尊厳 （sanctity of life）
・   倫理的問題 （ethical issues）
・   人間の定義 （definition of 

human）
・   倫理的枠組み （ethical 

framework）
・   社会的影響 （social impact）
・   道徳的価値 （moral values）
・   法的権利 （legal rights）
・   自己防衛 （self-defense）
・   徳倫理学 （virtue ethics）
・   道徳的義務 （moral duty）
⇨ 法律の枠組み （legal 

framework）
⇨ 政策の影響 （policy impact）
⇨ 歴史的背景 （historical 

context）
⇨ 文化的影響 （cultural 

influence）
⇨ 倫理的議論 （ethical debate）
⇨ 複数の視点 （multiple 

perspectives）
⇨ 歴史的変遷 （historical 

evolution）
⇨ 多文化的視点 （multicultural 

perspectives）
表４　分類の根拠となる修正されたキーワード （3） 
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第四節　分類システムの評価と発展性の考察

本節では、修正した分類システムの結果から示唆される分類システムの有用

性と現状では解決できていない問題を把握し、より有用なシステム構築に向け

ての解決策を検討する。

修正したキーワードと表示方法の妥当性の検討

これまでのキーワードによる分類では、論文で使用される語句の一致による

分類の結果のみを表示していた。しかしながら、倫理学の論文の中には、これ

までの議論を整理したうえで自説を展開する形式の議論を行うものも多く、単

純に分類結果のみを表示するだけではその論文の構成の把握が困難である。そ

のため、より多彩な結果が表示できるように、分類される確率と、一致したキー

ワード及びその一致率を表示するようにプログラムを修正した。

上記の表3で修正前のキーワードによる分類と ChatGPTによる分類結果が異

なるものを対象に、修正されたキーワードを用いて再度分類を行った。その新

たな分類結果のいくつかを例にとってこれまでの修正方法が妥当な方法である

のかを検討する。

論文 D

結果 中絶を擁護する確率 /Probability of Defending Abortion: 0.00%
中絶を批判する確率 /Probability of Criticizing Abortion: 45.45%
これまでの議論をまとめた確率 /Probability of Summarizing the Discussion: 54.55%
分類 /classification: これまでの議論をまとめた論文 /Summarizing the Discussion

一致した中絶を擁護するキーワード /Keywords Defending Abortion:

一致した中絶を批判するキーワード /Keywords Criticizing Abortion:

  道徳的価値 : 80

一致したこれまでの議論をまとめたキーワード/Keywords Summarizing the Discussion:

  倫理的問題 : 100

表５　論文Dの分類結果
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ChatGPTを用いた哲学・倫理学文献の機械的分類の見通し 

論文 Dは表2のキーワード抽出には用いられなかった論文であり、なおかつ、

修正前のキーワードを用いた分類では「批判する論文」、ChatGPTによる直接の

分類では「議論をまとめた論文」と異なる分類結果が得られたものである。修

正されたキーワード用いて分類を行うことで、ChatGPTによる分類と同じ結果

を得ることができた。当該論文は、これまでの中絶の是非を巡る倫理学におけ

る議論を整理したうえで、親の徳の観点から選択的中絶を批判する意見が論証

可能であるかを検討したものである。表5の分類結果でも、中絶を批判する論文

である確率と、これまでの議論をまとめた論文である確率が近い数字で表示さ

れており、これは論文の内容を反映したものであると考えられる。一方で、当

該論文が徳を根拠にした議論であるということは示されていない。それは表4の

分類キーワードに「徳」という語が含まれていないためである。そして、「徳」

が分類キーワードとして抽出されなかったのは、徳が中絶を擁護する議論の根

拠としても、中絶を批判する議論の根拠としても登場するためであると考えら

れる。複数の分類に同程度に使用される場合、特定の分類を示す特徴となる語

としては登場しなくなってしまうことが示唆された。

論文 I

結果 中絶を擁護する確率 /Probability of Defending Abortion: 43.80%
中絶を批判する確率 /Probability of Criticizing Abortion: 25.55%
これまでの議論をまとめた確率 /Probability of Summarizing the Discussion: 30.66%
分類 /classification: 中絶を擁護する論文 /Defending Abortion

一致した中絶を擁護するキーワード /Keywords Defending Abortion:

  自己決定 : 100

  フェミニスト : 83

一致した中絶を批難するキーワード /Keywords Criticizing Abortion:

  神聖さ : 100

一致したこれまでの議論をまとめたキーワード/Keywords Summarizing the Discussion:

  医学的視点 : 80

表６　論文 I の分類結果
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論文 Iも、論文 Dと同様に表2のキーワード抽出には用いられなかった論文

であり、なおかつ、修正前のキーワードを用いた分類では「擁護する論文」、
ChatGPTによる直接の分類では「批判する論文」と異なる分類結果が得られた

ものである。しかしながら、論文 Dのケースとは異なり、論文 Iは新しいキー

ワードを用いた場合でも、ChatGPTによる直接の分類と同じ結果は得られなかっ

た。当該論文は、複数の中絶擁護論に対して反論を行う形で中絶を批判すると

いう消極的な議論を行うものである。消極的議論には、自らが反論しようとす

る議論の分析・解釈に紙幅が割かれるという特徴がある。そのため、使用され

る語の特徴という面から考えると、論文全体の結論とは反対の立場の特徴が検

出されるということになってしまう。当該論文も、著者自身の主張としては中

絶を批判するものであるが、中絶擁護論の解釈とそれへの反論が論文の大きな

部分を占めるために、中絶を擁護する論文と誤って分類されてしまった。この

ケースからは、消極的な議論を行う論文をキーワードの使用によって分類する

ことは、積極的な議論に比べて困難であることが示唆された。

分類システムが文献の検索にどう役立つのか

本論で扱った分類システムを利用することにより、はじめにで述べた全文検

索とキーワードのタグ付けによる検索の持つ問題点を解決可能だと考えられる。

全文検索の持つ問題点は、一度でも検索語が使用される文献が全てヒットして

しまうことで、どのような分野の文献であるかが把握できないという点である。

例えば、「選択の権利」という語は安楽死の問題など他の生命倫理の分野でも、

あるいは職業選択の自由という意味では法哲学や、知る権利とともに人権論の

中で使用されることもある。文献をあらかじめ「どのようなテーマについてど

のような議論をするか」という分類を行っておくことで、自らが探し出したい

文献へのアクセスの助けになると考えられる。

頻度順でのキーワードのタグ付けによる検索方法の持つ問題点は、論文の主

張と議論の構造を捉えそこねてしまう点である。論文の主張の把握に関しては、

消極的議論の分類の問題は残るものの、登場する語の特徴による分類が可能で
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ChatGPTを用いた哲学・倫理学文献の機械的分類の見通し 

ある。また議論の構造の把握に関しても、単に分類の結果のみを表示するので

はなく、それぞれの分類の可能性と一致したキーワードを表示することである

程度の論文の構造の把握が可能になると考えられる。
ChatGPTによる分類の方が精度が高いのであれば、本論で扱ったキーワード

による分類を行う必要性はないのではないか、という意見も想定される。この

意見に対しては、より多くの論文からキーワードを抽出することで精度をより

向上させることが可能であると考えられる。また、多数の文献を分類する際に

はキーワードによる分類には ChatGPTを利用した分類よりも利便性が高いと考

えられる。ChatGPTによる分類を行うには、文献を1件ずつ作業する必要があ

る。一方で、本論の分類システムはキーワードの抽出さえ完了すれば、多数の

文献を短時間に分類することが可能である。

今後に残された問題

今後の課題として、いくつかの問題が残されている。1つ目は ChatGPTによ

るキーワードの抽出が妥当であるかの検証が必要である。というのも、ChatGPT

は論文で使用されている語そのものを抽出しているのではなく、それらの表現

が指す概念を抽出している可能性がある。例えば、中絶を批判する論文に分類

するキーワードとして「潜在性」が抽出された。この語が抽出された根拠を提

示させたところ、ある論文を示し抽出した理由を「胎児の生命を『成長し、自

らの存在を肯定する子供の生命』と捉え、中絶行為がその生命を一方的に否定

するものであると批判している」 （4） ためとの回答が得られた。しかし、当該論

文の中では、「潜在性」という語は使用されていなかった。上記の表現から、潜

在性という概念が論じられていると回答するという点を考えると、内容につい

て高度な分析をしているという点では評価できるものの、使用されている語の

分析としては不適切な分析であったと考えられる。そのため、ChatGPTの利用

は文献の分類のみに限定し、語の分析は他ツールを使用するか、予め人の手に

よるキーワード抽出の例を学習させたり、抽出キーワードを人の手でチェック

する必要がある。
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2つ目の課題は、これまでに公開された文献から語の特徴を学習させる以上、

これまであまり論じられて来なかった論点、あるいは全く新しい論点を扱うも

のの分類が困難であるという点である。前者については、キーワードの抽出方

法の工夫で対応可能だと考えられる。というのも、単に頻度順でキーワードを

抽出するのではなく、「分類 Aの文献では使用されるが、他の分類では使用さ

れない語」を Aに分類するキーワードとして抽出することで、当該の論点を

扱った文献の多寡の問題は解決可能である。また、新たな論点が登場した場合

は、キーワードを再生成しなければならない。分類に失敗する文献、分類不明

という結果となる文献が出てきた際には ChatGPTによる分類あるいは研究者本

人による分類を行い、当該の論点も含まれた新たな分類キーワードを作成する

必要が生じる。

総合して

本論で考察した分類システムはいくつかの問題は残されているものの、フィー

ドバックによりキーワードの修正が進むことでより高精度での分類が可能にな

ることが期待される。また、分類の根拠として抽出されるキーワードは、それ

らの論文で特徴的に使用される語句、つまりは当該の主張でよく用いられる根

拠を示す語句である。そのため、その論文の分類と同時に、論文内では何を根

拠に議論が行われるかを把握することも可能である。加えて、本論では賛否が

別れやすい中絶を例に分類を行ったが、用いた手順は分野に中立的なものであ

る。そのため、倫理学の中絶以外の分野や、あるいは特定の哲学的立場への賛

否による分類へも応用可能であることが示唆された。

おわりに

本論では、ChatGPTを用いた哲学・倫理学文献の機械的分類の有用性および

現状での問題点について述べた。文献の分類を行うことは簡易な内容把握とし

て研究・教育活動に資することである。
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ChatGPTを用いた哲学・倫理学文献の機械的分類の見通し 

分類の方法として、ChatGPTによる分類に基づき、分類されたグループごと

にそこに含まれる論文に特徴的な語句を、分類根拠のキーワードとして抽出す

る方法を考察した。分析に要しなかった新たな論文の分析結果をキーワード抽

出にフィードバックすることで、より分類精度が向上することが示唆されたこ

とを述べた。また、本論で考察した分類システムはいくつかの問題は残されて

いるものの、フィードバックによりキーワードの修正が進むことでより高精度

での分類が可能になることが期待される。また、分類の根拠として抽出される

キーワードは、その分類の論文で論じられる概念を示す語句、つまりは当該の

主張でよく用いられる根拠を示す語句である。そのため、その論文の分類と同

時に、論文内では何を根拠に議論が行われるかを把握することも可能である。

加えて、本論では賛否が別れやすい中絶を例に分類を行ったが、用いた手順は

分野に中立的なものである。そのため、倫理学の中絶以外の分野や、あるいは

特定の哲学的立場への賛否による分類へも応用可能であることが示唆された。

注
（１）  土持（2024）、p.91
（２）  ChatGPTによる生成
（３）  ChatGPTによる生成
（４）  ChatGPTによる生成
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